様式第１号－１
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第　　　回申請期間
東京都中小企業職業訓練助成金 交付申請書
　　　東京都中小企業職業訓練助成金交付要綱第９条の規定に基づき、下記のとおり申請します。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　　年　　月　　日

　　東京都知事　殿

　　　　　　　　　　　企業の所在地　〒
　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　企業の名称　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　
代表者職・氏名
　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　㊞
　　　　　　　　　　　事務担当者　　　　　　　　　　　　
	職・氏名
	

	電話
	

	メールアドレス
	


記

１　交付申請額　　　　　　　　　　　　　　金　　　　　　　　　　　　　　　　円
２　企業等の概要
	業種
	

	資本金又は出資額
	　　円　　　　　

	常用労働者数
	　人　　　　　

	週休日
	

	勤務時間
	


３　交付申請額の算出
	＜自ら運営し実施する訓練＞
	＜外部教育機関に従業員を派遣し実施する訓練＞
	
	(ｵ)と(ｿ)の合計
（交付申請しようとする額）

	助成対象額

※訓練計画・実績表（総括表）で算出
	助成対象額

※訓練計画・実績表（総括表）で算出
	助成限度額

※訓練計画・実績表（総括表）で算出
	助成額

※(ｻ)と(ｼ)のうち少ないほうの金額
	
	

	円(ｵ)
	円(ｻ)
	円(ｼ)
	円(ｿ)
	
	円(ﾀ)


	
	今年度の申請実績

（今回の申請分は除く）
	
	交付申請額の上限

上限：1,000,000
	(ﾀ)と(ﾂ)のどちらか

少ない額

（交付申請額）

	申請総額
	円(ﾁ)
	
	1,000,000－(ﾁ)
円(ﾂ)
	円(ﾃ)


４　確認事項

	当該職業訓練に要する経費を事業主が

負担しているか。
	負担している　・　負担していない

	同一の職業訓練について国又は地方公共団体等から助成を受けていないか。
	受けていない　・　受けている

	みなし大企業に該当しないか。（次のいずれかに一つでも該当する場合はみなし大企業です。）
	該当する　・　該当しない

	①
	大企業が単独で発行済株式総数又は出資総額の２分の１以上を所有又は出資している。

	②
	大企業が複数で発行済株式総数又は出資総額の３分の２以上を所有又は出資している。

	③
	役員総数の２分の１以上を大企業の役員又は職員が兼務している。

	④
	その他大企業が実質的に経営を支配する力を有していると考えられる。


偽りその他不正な手段により助成金を受けたとき又は受けようとしたときは、助成金を返還していただきます。
中小企業


事業主








